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児童虐待防止対策と課題
Problems of child abuse prevention
波田埜 英 治＊
要 約
2000（平成12）年に制定された児童虐待の防止等に関する法律の施行から15年が経過している。この間、
児童福祉法と合わせて回の大きな改正が行われ、2012（平成24）年月には「民法等の一部を改正する
法律」が施行されるなど、児童虐待については発生予防、早期発見・早期の適切な対応、虐待を受けた子
どもの保護・自立に向けた支援など、切れ目のない支援が行われるよう対策が推進されてきた。しかしながら、
児童相談所及び市町村における児童虐待に関する相談対応件数は増加し続けるとともに、虐待による死亡事
例は後を絶たない状況である。また、2016（平成28）年月日に児童福祉法等の一部を改正する法律が
成立し、公布されている。これまでの、児童虐待防止施策を検証し、今日までに取り組まれてきた児童虐待を
防止する対策と今後の課題を考察した。
キーワード：児童虐待防止、児童福祉法の改正、児童の権利擁護
．はじめに
厚生労働省の統計によると、児童相談所での児童
虐待相談対応件数（以下対応件数）は2,000（平成
12）年児童虐待防止等に関する法律が制定された年
は17,725件だった。しかし、2004（平成16）年は
33,408件、2006（平成18）年は40,639件、2010（平
成22）年は59,919件、2012（平成24）年は66,701件、
2013（平成25）年は73,802件、2014（平成26）年、
2015（平成27）年103,260件（速報値）と年々対応
件数は急増している。児童虐待防止等に関する法律
が施行された年から対応件数は約5.9倍となってい
る。
児童虐待の増加が社会問題となり2004（平成16）
年、2008（平成20）年、2011（平成23）年、2016（平
成28）年と児童虐待防止等に関する法律と児童福祉
法を改正して児童虐待を防止する対策を打ち立てて
きたが児童相談所での児童虐待相談対応件数が増加
の一歩をたどっている。今日までに取り組まれてき
た児童虐待を防止する対策を検証して今後の課題を
考察する。
．児童虐待の定義と国及び地方公共団
体の責務
現在の日本における児童虐待とは何を指すのか。
2000（平成12）年に成立した児童虐待防止等に関す
る法律の第条（目的）で、「この法律は、児童虐
待が児童の人権を著しく侵害し、その心身の成長及
び人格の形成に重大な影響を与えるとともに、我が
国における将来の世代の育成にも懸念を及ぼすこと
にかんがみ、児童に対する虐待の禁止、児童虐待の
予防及び早期発見その他の児童虐待の防止に関する
国及び地方公共団体の責務、児童虐待を受けた児童
の保護及び自立の支援のための措置等を定めること
により、児童虐待の防止等に関する施策を促進し、
もって児童の権利利益の擁護に資することを目的と
する。」としている。
児童虐待の定義を第条（児童虐待の定義）で以
下の通り規定している。この法律において、「児童
虐待」とは、保護者（親権を行う者、未成年後見人
その他の者で、児童を現に監護するものをいう。以
下同じ。）がその監護する児童（十八歳に満たない
者をいう。以下同じ。）について行う次に掲げる行
為をいう。
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一 児童の身体に外傷が生じ、又は生じるおそれ
のある暴行を加えること。
二 児童にわいせつな行為をすること又は児童を
してわいせつな行為をさせること。
三 児童の心身の正常な発達を妨げるような著し
い減食又は長時間の放置、保護者以外の同居
人による前二号又は次号に掲げる行為と同様
の行為の放置その他の保護者としての監護を
著しく怠ること。
四 児童に対する著しい暴言又は著しく拒絶的な
対応、児童が同居する家庭における配偶者に
対する暴力（配偶者（婚姻の届出をしていな
いが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者
を含む。）の身体に対する不法な攻撃であっ
て生命又は身体に危害を及ぼすもの及びこれ
に準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動をい
う。）その他の児童に著しい心理的外傷を与
える言動を行うこと。
第条（児童に対する虐待の禁止）では、何人も、
児童に対し、虐待をしてはならない。として児童虐
待の禁止を規定している。
第条（国及び地方公共団体の責務等）では、以
下の通り規定している。国及び地方公共団体は、児
童虐待の予防及び早期発見、迅速かつ適切な児童虐
待を受けた児童の保護及び自立の支援（児童虐待を
受けた後十八歳となった者に対する自立の支援を含
む。第三項及び次条第二項において同じ。）並びに
児童虐待を行った保護者に対する親子の再統合の促
進への配慮その他の児童虐待を受けた児童が良好な
家庭的環境で生活するために必要な配慮をした適切
な指導及び支援を行うため、関係省庁相互間その他
関係機関及び民間団体の間の連携の強化、民間団体
の支援、医療の提供体制の整備その他児童虐待の防
止等のために必要な体制の整備に努めなければなら
ない。
②国及び地方公共団体は、児童相談所等関係機関
の職員及び学校の教職員、児童福祉施設の職員、医
師、保健師、弁護士その他児童の福祉に職務上関係
のある者が児童虐待を早期に発見し、その他児童虐
待の防止に寄与することができるよう、研修等必要
な措置を講ずるものとする。
③国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児童
の保護及び自立の支援を専門的知識に基づき適切に
行うことができるよう、児童相談所等関係機関の職
員、学校の教職員、児童福祉施設の職員その他児童
虐待を受けた児童の保護及び自立の支援の職務に携
わる者の人材の確保及び資質の向上を図るため、研
修等必要な措置を講ずるものとする。
④国及び地方公共団体は、児童虐待の防止に資す
るため、児童の人権、児童虐待が児童に及ぼす影響、
児童虐待に係る通告義務等について必要な広報その
他の啓発活動に努めなければならない。
⑤国及び地方公共団体は、児童虐待を受けた児童
がその心身に著しく重大な被害を受けた事例の分析
を行うとともに、児童虐待の予防及び早期発見のた
めの方策、児童虐待を受けた児童のケア並びに児童
虐待を行った保護者の指導及び支援のあり方、学校
の教職員及び児童福祉施設の職員が児童虐待の防止
に果たすべき役割その他児童虐待の防止等のために
必要な事項についての調査研究及び検証を行うもの
とする。
⑥児童の親権を行う者は、児童を心身ともに健や
かに育成することについて第一義的責任を有するも
のであって、親権を行うに当たっては、できる限り
児童の利益を尊重するよう努めなければならない。
⑦何人も、児童の健全な成長のために、良好な家
庭的環境及び近隣社会の連帯が求められていること
に留意しなければならない。児童虐待を「児童の人
権を著しく侵害し、その心身の成長及び人格の形成
に重大な影響を与えるとともに、我が国における将
来の世代の育成にも懸念を及ぼす」ものとし、第三
条で「何人も、児童に対し、虐待をしてはならない」
としている。
児童虐待の種類は児童虐待防止等に関する法律の
第条定義で規定されて、身体的虐待、性的虐待、
ネグレクト、心理的虐待のつに分類されている1)。
子ども虐待対応の引きで具体的な児童虐待の行為と
して次のように説明している。身体的虐待は殴る、
蹴る、激しく揺さぶる、やけどを負わせる、溺れさ
せる、首を絞るなどの行為がこれにあたり、外傷の
残る暴行あるいは生命の危険のある暴行のことを言
う。性的虐待は性的虐待に分類されるのは、子ども
への性的行為や性器を触る・触らせるといった接触
のある性的行為だけではない。性的行為や性器を見
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務課長通知）
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せることや、子どもをポルノグラフィの被写体とす
ることも性的虐待にあたる。ネグレクトは「養育の
怠慢・放棄」と言いかえることもできる。食事や衣
服を与えないことや、家の中に閉じ込めておくこ
と、子ども及びその周りをひどく不潔にしておくこ
と、愛情遮断などのことを言う。心理的虐待子ども
傷つけるようなことを言ったり、脅したりするこ
と、DVを見せること、無視すること、きょうだい
間で差別的な扱いをすること。また、親が虐待をし
ているという自覚をもっていない過干渉なども心理
的虐待にあたる。
．児童虐待防止対策と児童福祉法改正
の推移
）2004（平成16）年の児童虐待防止等に関する法
律および児童福祉法の改正
第は児童相談に関する体制の充実とされ、市町
村の業務として以下の役割を規定した。（第10条第
項関係）児童の福祉に関し、必要な実情の把握及
び情報の提供を行うとともに、家庭その他からの相
談に応じ、必要な調査及び指導を行うこと。（第10
条第項関係）市町村長は、児童の福祉に関する相
談に応じる業務のうち専門的な知識及び技術を必要
とするものについては、児童相談所の技術的援助及
び助言を求めなければならない。（第10条第項関
係）市町村は、この法律による事務を適切に行うた
めに必要な体制の整備に努めるとともに、当該事務
に従事する職員の人材の確保及び資質の向上のため
に必要な措置を講じなければならない。（第59条の
第項関係）政令で定める市は児童相談所を設置
できることとする。
第は都道府県の業務等で以下のことが規定され
た。（第11条及び第12条関係）都道府県又はその設
置する児童相談所の業務として、市町村に対する必
要な援助を行うこと、児童に関する家庭その他から
の相談のうち、専門的な知識及び技術を必要とする
ものに応ずること。（第12条の第項関係）児童
相談所長は、厚生労働大臣が定める基準に適合する
研修を受けなければならない。（第13条第項第
号関係）大学において心理学等を専修する学科等を
修めて卒業した者を児童福祉司として任用するとき
は、厚生労働省令で定める施設において年以上福
祉に関する相談等の業務に従事したものでなければ
ならないこと。
第は要保護児童対策地域協議会の設置を規定し
た。（第25条の第項及び第項関係）地方公共
団体は、要保護児童の適切な保護を図るため、必要
な情報の交換を行うとともに要保護児童等に対する
支援の内容に関する協議を行う要保護児童対策地域
協議会（以下「協議会」という。）を置くことがで
きる。（第25条の第項及び第項関係）協議会
を設置した地方公共団体の長は、協議会を構成する
関係機関等のうちから、協議会に関する事務を総括
するとともに、要保護児童等に対する支援の実施状
況を的確に把握し、関係機関等との連絡調整を行う
要保護児童対策調整機関を指定する。（第25条の
関係）協議会は、情報の交換及び協議を行うため必
要があると認めるときは、関係機関等に対し、情報
の提供その他必要な協力を求めることができる。
（第25条の関係）協議会を構成する関係機関等の
役職員等は、正当な理由がなく、協議会の職務に関
して知り得た秘密を漏らしてはならない。
第は要保護児童に係る措置に関する司法関与の
見直しである。（第28条第項関係）家庭裁判所の
承認を得て行う措置の有期限化した。家庭裁判所の
承認を得て都道府県が行う児童福祉施設への入所措
置の期間は年を超えてはならないものとされた。
ただし、当該入所措置に係る保護者に対する指導措
置の効果等に照らし、当該入所措置を継続しなけれ
ば著しく児童の福祉を害するおそれがあると認める
ときは、家庭裁判所の承認を得て、当該期間を更新
することができる。（第28条第項及び第項関係）
保護者の指導に関する家庭裁判所の勧告等で、家庭
裁判所は、措置に関する承認の申立てがあった場合
は、都道府県に対し、期限を定めて、当該申立てに
係る保護者に対する指導の措置に関し報告及び意見
を求めることができるものとするとともに、当該承
認の審判をする場合において、当該措置の終了後の
家庭その他の環境の調整を行うため当該保護者に対
し指導の措置を採ることが相当であると認めるとき
は、当該保護者に対し指導の措置を採るべき旨を都
道府県に勧告することができる。（第33条の関係）
児童相談所長が親権喪失の宣告を請求できる者の拡
大で、児童相談所長は児童以外の満20歳に満たない
者についても、親権喪失の宣告の請求を行うことが
できるものとされた。
2005（平成17）年には市町村児童家庭相談援助指
針や要保護児童対策地域協議会の設置・運営指針の
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策定が行われ、2007（平成19）年には児童相談所運
営指針が見直されて、児童の安全に関する基本ルー
ル（48時間以内の安全確認）や児童虐待通告の受付
の基本を徹底、きょうだい事例への対応を明確化、
すべての在宅の児童虐待事例に関する定期的なフォ
ローをすることが義務付けられた。
）2008（平成20）年の児童虐待防止等に関する法
律および児童福祉法の改正
「児童虐待防止法の一部改正関係」
第は、目的（第条関係）で、この法律の目的
として、「児童の権利利益の擁護に資すること」を
明記するものとされた。
第は、国及び地方公共団体の責務等（第条関
係）で、国及び地方公共団体の責務に、児童虐待を
受けた児童等に対する医療の提供体制の整備と児童
虐待を受けた児童がその心身に著しく重大な被害を
受けた事例の分析が加えられた。さらに、児童の親
権を行う者は、児童を心身ともに健やかに育成する
ことについて第一義的責任を有するものであって、
親権を行うに当たっては、できる限り児童の利益を
尊重するよう努めなければならないものとされた。
第は、安全確認義務（第
条関係）で、市町村
長、都道府県の設置する福祉事務所の長又は児童相
談所長による児童虐待を受けたと思われる児童の安
全確認が努力義務であったのを改め、安全確認のた
めに必要な措置を講ずることが義務化された。ま
た、出頭要求、調査質問、立入調査又は一時保護の
実施が適当であると判断した場合には、その旨を都
道府県知事又は児童相談所長に通知するものとされ
た。
第は、出頭要求（第
条の関係）に都道府県
知事は、児童虐待が行われているおそれがあると認
めるときは、保護者に対し、児童を同伴して出頭す
ることを求め、児童相談所の職員等に必要な調査又
は質問をさせることができるものとされた。そし
て、保護者が出頭の求めに応じない場合、立入調査
その他の必要な措置を講ずるものとされた。
第は、再出頭要求（第条の関係）で、都道
府県知事は、保護者が正当な理由なく立入調査を拒
否した場合において、児童虐待が行われているおそ
れがあると認めるときは、当該保護者に対し、当該
児童を同伴して出頭することを求め、児童相談所の
職員等に必要な調査又は質問をさせることができる
ものとされた。
第は、臨検等（第条のから第10条のまで
関係で、都道府県知事は、保護者が再出頭要求を拒
否した場合において、児童虐待が行われている疑い
があるときは、児童の安全の確認を行い又はその安
全を確保するため、児童の住所又は居所の所在地を
管轄する地方裁判所、家庭裁判所又は簡易裁判所の
裁判官があらかじめ発する許可状により、児童相談
所の職員等に児童の住所若しくは居所に臨検させ、
又は児童を捜索させることができるものとされた。
そして、警察署長に対する援助要請その他の臨検等
に当たって必要な手続等を定めるものとされた。
第は、児童虐待を行った保護者に対する指導
（第11条関係）で、児童虐待を行った保護者に対す
る指導に係る勧告に保護者が従わなかった場合に
は、当該保護者の児童について、都道府県知事が一
時保護、同意に基づかない施設入所等の措置（以下
「強制入所等」という。）その他の必要な措置を講ず
る旨が明記された。そして、児童虐待を行った保護
者が、保護者に対する指導に係る勧告に従わず、そ
の児童に対し親権を行わせることが著しく当該児童
の福祉を害する場合には、必要に応じて、適切に、
親権喪失宣告の請求を行うものとされた。
第は、面会等の制限等（第12条から第12条の
まで及び第17条関係）で、一時保護及び同意に基づ
く施設入所等の措置の場合にも、強制入所等の場合
と同様に、児童相談所長等は、児童虐待を行った保
護者について当該児童との面会又は通信を制限する
ことができるものとされた。そして、都道府県知事
は、強制入所等の場合において、面会及び通信の全
部が制限されているときは、児童虐待を行った保護
者に対し、当該児童の身辺へのつきまとい又はその
住居等の付近でのはいかいを禁止することを命ずる
ことができるものとされた。また、この命令の違反
につき、罰則を設けるものとされた。
第
は、施設入所等の措置の解除（第13条関係）
で、都道府県知事は、施設入所等の措置を解除する
に当たっては、児童虐待を行った保護者の指導に当
たった児童福祉司等の意見を聴くとともに、当該保
護者に対し採られた措置の効果、児童虐待が行われ
ることを予防するために採られる措置について見込
まれる効果等を勘案しなければならないものとされ
た。
第は、関係機関等相互の情報提供（第13条の
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関係）で、地方公共団体の機関は、市町村長等から
児童虐待の防止等に関する資料又は情報の提供を求
められたときは、当該資料又は情報について、当該
市町村長等が児童虐待の防止等に関する事務又は業
務の遂行に必要な限度で利用し、かつ、利用するこ
とに相当の理由があるときは、これを提供すること
ができるものとされた。ただし、当該資料又は情報
を提供することによって、当該資料又は情報に係る
児童等又は第三者の権利利益を不当に侵害するおそ
れがあると認められるときは、この限りでないもの
とされた。
第10は、都道府県児童福祉審議会等への報告（第
13条の関係）で、都道府県知事は、都道府県児童
福祉審議会等に、立入調査、臨検・捜索及び一時保
護の実施状況、児童の心身に著しく重大な被害を及
ぼした事例等を報告しなければならないものとされ
た。
「児童福祉法の一部改正関係」
第は、要保護児童対策地域協議会（第25条の
関係）で、地方公共団体は、要保護児童対策地域協
議会を置くよう努めなければならないものとされ
た。
第は、未成年後見人請求の間の親権の代行（第
33条の関係）で、児童相談所長は、未成年後見人
の選任の請求がされている児童等に対し、親権を行
う者又は未成年後見人があるに至るまでの間、親権
を行うものとされた。
第は、罰則（第61条の関係）で、正当な理由
がないのに立入調査を拒否した者に対する罰金の額
を、30万円以下から50万円以下に引き上げるものと
された。
）2011（平成23）年に児童虐待防止等に関する法
律および児童福祉法の改正
改正の趣旨は、児童虐待の防止等を図り、児童の
権利利益を擁護する観点から、親権の停止制度を新
設し、法人又は複数の未成年後見人を選任すること
ができるようにすること等の措置を講ずるため、民
法の改正を行い、これに伴い家事審判法及び戸籍法
について所要の改正を行うとともに、里親委託中等
の親権者等がいない児童の親権を児童相談所長が行
うこととする等の措置を講ずるため、児童福祉法の
改正を行うものである。
「児童福祉法の一部改正」
第は、一時保護で、（）都道府県児童福祉審
議会の意見の聴取。引き続き一時保護を行うことが
児童の親権を行う者又は未成年後見人の意に反する
場合においては、児童相談所長又は都道府県知事が
引き続き一時保護を行おうとするとき、及び引き続
き一時保護を行った後か月を経過するごとに、都
道府県知事は、都道府県児童福祉審議会の意見を聴
かなければならないものとする。ただし、第28条第
項による当該児童に係る施設入所等の措置の承認
の申立て又は当該児童の親権者に係るによる親権
喪失若しくは親権停止の審判の請求がされている場
合は、この限りでないものとされた。
児童相談所長の権限等では、児童相談所長は、一
時保護を加えた児童で親権を行う者又は未成年後見
人のないものに対し、親権を行う者又は未成年後見
人があるに至るまでの間、親権を行うものとする。
ただし、当該児童が15歳未満であるときにおいて、
当該児童を養子とする縁組について、当該児童に代
わって縁組の承諾をするには、厚生労働省令の定め
るところにより、都道府県知事の許可を得なければ
ならないものとされた。そして、一時保護を加えた
児童で親権を行う者又は未成年後見人のあるものに
ついても、監護、教育及び懲戒に関し、その児童の
福祉のため必要な措置をとることができるものと
し、当該児童の親権を行う者又は未成年後見人は、
当該措置を不当に妨げてはならないものとされた。
さらに、児童の生命又は身体の安全を確保するため
緊急の必要があると認めるときは、その親権を行う
者又は未成年後見人の意に反しても、一時保護をす
ることができるものとされた。
第は、児童相談所長による親権喪失の審判等の
請求で、児童又は児童以外の満20歳に満たない者
（以下「児童等」という。）の親権者に係る親権喪失、
親権停止若しくは管理権喪失の審判の請求又はこれ
らの審判の取消しの請求は、民法に定める者のほ
か、児童相談所長も、これを行うことができるもの
とされた。
第は、児童相談所長による未成年後見人の選任
の請求で、児童相談所長は、親権を行う者のない児
童等について、その福祉のため必要があるときは、
未成年後見人の選任の請求をしなければならないも
のとされた。
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）2016（平成28）年の児童福祉法改正
改正概要は、全ての児童が健全に育成されるよ
う、児童虐待について発生予防から自立支援まで一
連の対策の更なる強化等を図るため、児童福祉法の
理念を明確化するとともに、母子健康包括支援セン
ターの全国展開、市町村及び児童相談所の体制の強
化、里親委託の推進等である。
第は、児童福祉法の理念の明確化等であり、児
童の権利として適切な養育を受け、健やかな成長・
発達や自立等を保障されることを明確化された。そ
して、この権利を保障するために、国地方公共団体
は、保護者を支援するとともに、家庭と同様の環境
における児童の養育を推進するものとされた。さら
に、親権者は児童のしつけに際して、看護・教育に
必要な範囲を超えて児童を懲戒してはならないこと
を明記された。
第は、児童虐待の発生予防であり、市町村は、
妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援を行う母
子健康包括支援センターの設置に努めるものとされ
た。そして、支援を要する妊婦を把握した医療機関
や学校等は、その旨を市町村に情報提供するように
努めるものとされた。さらに、国・地方公共団体は、
母子保健施策が児童虐待の発生予防・早期発見に資
することに留意すべきことが明確化された。
第は、児童虐待発生時の迅速・的確な対応で、
市町村は、妊娠期から子育て期までの切れ目のない
支援を行うための拠点整備に努めるものとすること
され、要保護児童対策地域協議会の調整機関に専門
職を配置することが明記された。児童相談所関係で
は、政令で定める特別区に児童相談所を設置するこ
とと児童相談所に弁護士を配置することが義務付け
られた。さらに、児童福祉司の配置を人口万人に
人から人口万人に人と改善された。
．児童虐待防止に関する機関連携と
ネットワークの構築の必要性
2016（平成28）年の児童福祉法改正で、児童虐待
防止の視点から市町村における支援拠点の整備や要
保護児童等に対する支援の拠点をつくる。そして、
子育て世代包括支援センターが法定化されることが
決まった。市町村における支援拠点の整備が必要理
由は、市町村は、児童等に対する必要な支援を行う
ための拠点の整備に努めるものとすると児童福祉法
第10条のに規定されている。しかし、現状は市町
村における支援の水準は、地域ごとにバラツキがあ
り格差が生じている。また、在宅での支援のための
基盤が十分整備されていないので市町村における支
援体制を一層充実させる必要がある。児童・家庭へ
の支援は、その生活が営まれている身近な場所で行
われることが重要であるという考え方から、市町村
における支援拠点においては、児童家庭に関する実
情の把握、情報の提供、相談対応、調査・指導、関
係機関との連絡調整を一体的に担う必要がある。
要保護児童等に対する支援の拠点は児童、保護者
等からの養育困難な状況や虐待等に関する相談や生
活状況や実態把握等を行うための家庭訪問を実施
し、通所や訪問等による継続的なソーシャルワーク
やカウンセリング等を担う。また、児童相談所（一
時保護所）との連携をして一時保護、措置（里親委
託、施設入所、在宅指導等）につながる相談、指導、
診断等、市町村援助（市町村相互間の連絡調整、情
報提供等必要な援助）等さらに、里親や児童養護施
設、乳児院、児童心理治療施設ともつながっていく
必要がある。児童相談所からの委託を受けて行う通
所・在宅による指導措置を含むことや養育支援訪問
事業、子育て短期支援（ショートスティ・トワイラ
イトスティ）事業、児童養護施設等児童福祉施設入
所措置解除後の児童等が安定して生活していくため
の継続的な支援を行う。
子育て世代包括支援センターはおおむね2020年度
末までに全国展開を目指す。現状様々な機関が個々
に行っている妊娠期から子育て期にわたるまでの支
援について、ワンストップ拠点（子育て世代包括支
援センター）を立ち上げ、切れ目のない支援を実施
されることとなった。ワンストップ拠点（子育て世
代包括支援センター）には、保健師、ソーシャル
ワーカー等を配置してきめ細やかな支援を行うこと
により、地域における子育て世帯の安心感を醸成す
ることを目的としている。
市町村における支援拠点の整備や要保護児童等に
対する支援の拠点、子育て世代包括支援センター等
の機関や施設が連携して有機的な働きをするために
は、要保護児童対策地域協議会が責任をもって関係
機関の対応を統括することが大切である。個々の
ケースに応じて関係機関の対応を統括して実効ある
役割を果たすために要保護児童対策地域協議会の調
整機関に専門職の配置を義務付けられた。
子どもや家庭をめぐる問題は複雑・多様化してい
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る。問題が深刻化を防ぐには早期発見・早期対応が
必要であり、子どもや家庭に対するきめ細かな支援
が重要となっている。今後は、子どもや家庭の相談
援助活動を行うためには、要保護児童対策地域協議
会の調整機関が中心となり、市町村の他機関や都道
府県（児童相談所）などとの連携・協力を進めてい
かなければならない。複数の機関が連携しながら相
談援助を進める場合、ケースの進捗状況や援助の適
否、問題点、課題等について、特定の機関が責任を
もって把握し、分析、調整等（ケースマネージメン
ト）を行う必要がある。そして、関係機関が情報交
換を行い、共通の認識に立ってそれぞれの役割分担
を協議するなど、各関係機関が連携しながら効果的
対応を図ることが極めて重要である。
地域での連携した支援を行うためには、各機関の
専門性の確保および専門性の向上が求められるため
研修制度の充実や、スーパービジョン体制を整える
必要もある。そして、社会福祉士を専門職として採
用することを原則としなければならない。
．終わりに
2000（平成12）年に制定された児童虐待の防止等
に関する法律の施行から15年が経過している。この
間、児童福祉法と合わせて回の大きな改正が行わ
れ、2012（平成24）年月には「民法等の一部を改
正する法律」が施行されるなど、児童虐待について
は発生予防、早期発見・早期の適切な対応、虐待を
受けた子どもの保護・自立に向けた支援など、切れ
目のない支援が行われるよう対策が推進されてき
た。しかしながら、児童相談所及び市町村における
児童虐待に関する相談対応件数は増加し続けるとと
もに、虐待による死亡事例は後を絶たない状況であ
る。また、2016（平成28）年月日に児童福祉法
等の一部を改正する法律が成立し、公布されてい
る。今回の改正法では「児童福祉法の理念の明確化
等」「児童虐待の発生予防」「児童虐待発生時の迅
速・的確な対応」「被虐待児童への自立支援が主な
改正内容として明記された。しかし、わが国の現状
では、家庭を取り巻く環境はあまり良い状態ではな
い。今後、すべての子どもの最善の利益に向けて、
そしてすべての子どもと子育て家庭への支援に向け
てより良い援助や支援が実践されるように、施策の
さらなる改善と財源の確保が積極的に行われるよう
期待したい。
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